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はじめに 
本研究の問題意識は、消費者間相互作用の視点から社会でのブランド確立のプロセスを

明らかにすることである。具体的には、ネットワークを媒介にし、消費者間相互作用の実

態及びその影響のフローに関する考察を通じて、ブランドが消費者個人個人に認識され始

め、それらのブランド記憶が蓄積/構造化され、社会で共有されていくメカニズムの解明を

試みる。主な問題意識としては、消費者のネットワークの構成から見る消費者のセグメン

テーション及び情報の流れ、多重ネットワークを用いるにあたっての具体的なオケージョ

ンを中心に想定している。 
 問題意識を提供し、また実証調査の対象ともなったのは、中国女性の化粧品消費行動で

ある。池尾(1999)は、戦後の日本消費者の一貫した変化の方向を、様々な商品ジャンルに共

通に消費社会全般の「未熟だが関心の高い」状態から「製品に対する高い判断力と低い関

心」への変化として整理したが、現在の中国市場の消費者を眺めてみると、それこそ「未

熟だが関心が高い」状態である。中国社会全体において、製品/ブランド知識が乏しく、購

買行動においてリスク回避のために企業名或いは企業名ブランド志向が見られる。それと

同時に日本の当時の消費者と異なる中国消費者(ここでは主に沿海部の消費者を指す)の特

性は、世界一の激戦区、情報の爆発、歴史的影響による著しい世代差、の３点にまとめる

ことができる。 
 化粧品市場を例として説明すると、現在中国市場には、ロレアル、エスティーローダー、

資生堂と言った世界最大手企業以外にも、多数の欧米、日本企業に加え、多数の国の市場

でそれほどみかけない韓国、香港、台湾系の企業も参入し競争を広げている。一方、グロ

ーバル経済一体化、インターネットの普及を伴い中国消費者も日々情報の洪水に巻き込ま

れている。その中で、消費者の中での世代差は著しく、若年層は中高年層に比べ、教育水

準、収入、情報獲得及び処理能力において上位におり、消費行動は大きく異なる(中国社会

科学院、2001；金、2003)。 筆者はこの２年間、多様な角度から中国化粧品市場/消費者

に対して観察してきた結果、中国消費者は社会全体的にブランド知識が乏しく、その構造

は単純で、ブランド・ロイヤリティは非常に低いことが分かった(この特徴は他のカテゴリ

でも適合することで、例えば、古川・金・上原(2004)は、ブランド認知→ブランド共感→ブ

ランド選好モデルを提示し、世界９都市での自動車カテゴリでの調査データを用い実証研

究を行ったが、北京、上海の消費者は東京の消費者に比べ、連想するブランド・パーソナ

リティが乏しく、その構造もより簡単であった)。現在の段階で多くの企業の活動は、ブラ

ンド認知の向上、新規顧客の獲得を目的とするもので、現段階の消費者間の相互作用（イ

ンターネット上も含めて）は単なる情報伝達を中心としたもので、ブランド連想を豊富に

するものではない。しかし、徐々に使用経験が増えるに連れ、ブランドが確立されていく

プロセスの中で、消費者間の相互作用は大きく作用すると思われる。本研究では、中国化
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粧品市場における消費者間相互作用の実態及び影響のフローを追うことによって、ブラン

ド記憶が社会で共有され、ブランドが確立するに至るまでのメカニズムの解明を目的とす

る。 
  

先行研究 
 
では、ここではミクロレベルでの消費者間相互作用に関する研究とネットワーク関連研

究を主に紹介する。 
 
Ⅰ.ミクロレベルでの消費者間相互作用研究 
消費者間相互作用に関する研究は、社会学/社会心理学分野で 20 世紀半ばから始まり、そ

の後経済学、情報工学、マーケティングといった幅広い領域で行われてきた。最初の社会

学/社会心理学分野では、主にミクロ的観点から、マスメディアとの比較、情報の流れ及び

個人の意思決定への影響、イノベーション採用のプロセスに関する研究が多く行われた。 
 
普及研究 
普及研究では、まず、Rogers(1962)が、採用者カテゴリの分類を提唱し、イノベーショ

ンの普及プロセスにおけるそれぞれの役割・立場に基づいて、社会成員を革新的採用者、

初期少数採用者、前期多数採用者、後期多数採用者、採用遅滞者の 5 つに分けた。その後、

Bass(1969)が開発した「新製品の売上予測モデル」(Bass モデル)は多様な普及曲線を記述

し、売上を予測することを目的とし、集計されたマクロ・レベルの売上予測のためのモデ

ルである。同モデルは、消費者を革新者 innovator、模倣者 imitator の 2 タイプに分ける

ことで、消費者間の相互作用を捉えた。さらに、1980 年代以降、パラメーターの推定方法

や広告などのマーケティング変数の導入などによってモデルの精緻化が図られてきており、

欧米、日本などの国での実証分析により高い説明力をしめした。様々な推定結果から、新

製品の普及プロセスにおいて、模倣者の影響は革新者より遥かに大きいことがわかり、こ

れは消費者間の相互作用の重要性を示唆すると思われる。 
 
マスメディアの影響の流れ及びオピニオン・リーダー 
「オピニオン・リーダー」という概念を最初に提起したのが、Lazarsfeld et al.(1944)で、

彼は「パーソナル・インフルエンス」－人と人とのパーソナル・コミュニケーション－が、

情報の伝達によって不確実性を低下させるだけでなく、受け手の態度の改変などにも「影

響 influence」を与えるとし、影響を与えるものを「オピニオン・リーダー」と呼んだ。こ

の概念は、その後のマスメディアの影響に関する研究でも用いられ、Katz and 
Lazarfeld(1955)は、マスメディア⇒オピニオン・リーダー⇒一般消費者といった流れの「情

報の二段階の流れ仮説」を主張した。結果、全般的にパーソナル・コミュニケーションの
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影響が大きいが、分野によって重視される情報源が異なること、実証カテゴリの買物行動、

映画、ファッションで、OP の割合は 3％で、カテゴリによっても異なることが明らかにな

った。それ以降、オピニオン・リーダーという概念は広く用いられることになり、

Rogers(1962, 1983)を始めとする普及研究の枠組みにも取り入れられ、オピニオン・リーダ

ーの特性、性質に関していくつかの命題が提示されている。その中で特に重要な主張は、

イノベーションの普及プロセスにおいて、マスコミュニケーションは情報収集段階に、パ

ーソナル・コミュニケーションは意思決定段階に大きな影響を与えるが、オピニオン・リ

ーダーは一般個人にくらべマスメディアに積極的に接触するということで、二段階モデル

を一部支持する形となった。これに対し、Sheth（1971）は、「二段階の情報の流れ仮説」

に反する「多段階の情報の流れ仮説」を主張した。その研究結果によると、後期採用者に

比べ早期採用者にパーソナル・コミュニケーションの影響を受けた者の割合が高く、パー

ソナル・コミュニケーションの影響で採用した人はさらに別の人に情報を伝達する。さら

に、Feick and Price(1987)は、オピニオン・リーダーは「製品への関与」によって、早期

採用者は「経験」に基づいて知識、専門性を持つと主張した。 
一方で、Feick and Price(1987)は、オピニオン・リーダー、早期採用者とは異なる「マ

ーケット通 Market Maven」の存在を検証した。Market Maven とは「複数のカテゴリ、

小売店などについて熟知し、話を自ら主導すると同時に、人から情報源として頼りにされ

ている消費者」と定義され、女性にその割合が高く、メディアとの接触が多いのが特徴と

される。 
 
クチコミと消費者の態度形成 
 マーケティング領域における研究では、主に、クチコミ及びそれによる消費者の態度形

成などに焦点が向けられていた。 
 クチコミ研究のおいて、社会学、社会心理学での研究も数多く、ポジティブなクチコミ、

ネガティブなクチコミ、都市伝説、流言、噂などの伝播についての研究も多いが、ここで

は、主にマーケティング領域での研究に焦点を絞る。 
 クチコミ研究において、Engel at al.(1969)、Day(1971)は、クチコミと広告の効果の比較

したが、その研究結果によると、初期の注意・興味には広告が有効である一方、購買決定

の前になるほど口コミが重要になることが明らかになり、Rogers(1983)の結論と一致する。

ただ、Day(1971)の研究では、広告とクチコミの効果の差は既存品より新製品のほうが顕著

であることが確認された。この問題に関して、Wilson and Peterson(1989)は、事前期待と

いう変数を入れて分析し、期待の高い場合には、態度変化が小さく、既存品に比べて新製

品、無ブランド品など、事前の期待が形成されていない場合にクチコミの影響が強くなる

と主張した。濱岡(1994)は、消費者がクチコミと一般広告情報を使い分けることを明らかに

した。同研究では、情報探索への影響要因を、個人的（関与、経験/知識）と社会的要因（準

拠集団を、家族や友人などの対面的コミュニケーションが主になされる一次集団と、地域
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の集会や活動などでの二次集団）に分けた。結果、情報探索においては一次集団が、情報

の発信においては二次集団が有意であり、結論として、消費者は一次集団から得られた情

報を二次集団に流すことが判明した。 
 クチコミの発生メカニズムに関しても多くの研究が行われてきた。Bayus(1985)は、クチ

コミとマーケティング変数との関係を検証し、広告の増大、勧誘員の減少につれ軍への応

募に関するクチコミが増加することを確認した。また、Dichter(1966)は、クチコミと関与

に関心を持ち、話し手については、製品関与、自己関与、他人への関与、メッセージ関与

などの「関与」が重要であり、聞き手については、状況、情報源の権威、信用、専門性、

興味、親密性などが重要であることを明らかにした。 
  
以上のような、ミクロレベルでの個人間相互作用への考察が進められている一方で、1980

年前後からは個人と環境を独立して扱うことの限界が研究者の中で指摘されはじめ、両者

の関係を考察するツールとして、個人と個人の「関係」－ネットワークに着目した研究も

いくつか行われ、結びつきの強さ、ネットワーク構成員の同質性、情報の信頼性、伝え手

と受け手の特性などに着目して進められてきた。しかし、データ収集の困難さ－金銭的・

時間的コスト、ネットワーク自体の測定及びデータの定量分析が難しいことなど－から同

領域の研究はまだそれほど多くない(Reingen,1987、濱岡,1994)。      
一方、マーケティング領域においても同様にミクロ的な個人間相互作用からマクロ的な

市場現象を起こすまでのメカニズムに関する研究はまだ少ない。竹村(2000)は、現社会にお

いて口コミの流れを考える場合、消費者間相互作用の多重ネットワークモデルを考慮に入

れ、計算機シミュレーションなどで、実際の口コミ現象の解釈や予測或いは、理論的推論

のための思考実験の道具として役立てる必要性を述べた。これに対し、近年情報工学分野

から複雑系原理を用いたクチコミ研究が行われ始めたが、あくまでも人工社会の話で現実

社会との連携が少ないこと、マーケティング現場との接点がなくインプリケーション提示

が困難なことなどの問題点が挙げられる。 
このような問題点の一つの原因は、方法論的問題が指摘されている。 

 以下では、社会的ネットワーク或いは絆に関する主要研究を挙げ、最後はネットワーク

研究の方法論について触れる。 
 
Ⅱ.ミクロとマクロの結び－社会的ネットワーク/絆に着目した研究 
   
 社会ネットワーク分析は、社会・集団における具体的な行為者間の関係網を、点と線に

よる文字通りの網の目として概念化・表現し、社会・集団の構造を解明する(山口，2003)。 
 
社会学的な立場からの研究 
 Mark S. Granovetter が 1973 に発表した “The Strength of Weak Ties” はその後の同領
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域の研究に多大な影響を与えた。同研究は、「弱い絆の強さ(The Strength of Weak Ties)理
論」を提示し、新しく職を得た人に対して、誰から情報を得たかを追跡調査した。その結

果、職を得た人の多くが絆の強い相手より、弱い相手から情報を得たことを発見した。同

研究によると、人と人との関係には、「強い絆」と「弱い絆」があるとし、強い絆は相互に

選択された、親しい関係の持ち主間の頻繁な接触を特徴とし、「クリーク clique」を形成す

る一方で、弱い絆は一方向のみの絆、単なる知人関係、まれにしか接触しないなどの特徴

を持ち、複数のクリークを結合する「ブリッジ bridge」を形成する。クリークは正確な情

報の迅速な伝達は実現するものの、他クリークへの情報伝達機能はもたなく、情報を社会

全体に伝達し社会を統合するという点において、弱い結びつきは重要な機能を果たしてい

る。同研究の発表後、多くの研究者がこのテーマに関して研究を進めてきた。Brown & 
Reingen(1987)は、社会的ネットワークとクチコミによる情報、影響の流れとの関係を考察

した。同研究は、弱い絆は情報が伝達される範囲を広げるブリッジとして重要との先行研

究と一致する結論以外、強い絆の方が類似性が高く、情報交換が活発で意思決定への影響

も大きいことを検証し、普及研究とも共通する結論を出した。また、Duhan et al.(1997)は
上の二つの情報伝達パスを確認したうえで、消費者の事前知識及び知覚した情報処理の難

しさが、各種情報源に対する態度を決めることを実証した。さらに Rogers(1995)も、特に

イノベーションの普及の場合、クチコミによる情報伝達において弱い絆は決定的な役割を

果たすと主張した。しかし、同領域での研究を全体でまとめてみると、米国社会全体にお

いて必ずしも上の理論が成り立たないことが判明し、最近は「強い絆」、「弱い絆」の分類

の意義についても疑問が上がっている。一方、渡辺(1985)は、日本社会での実証分析を通じ

て、日本での転職において、「強い絆」は情報の獲得、転職結果への満足度両方において、

全体的に「弱い絆」より多く影響することを明らかにした。また、Bian(1997)は、1988 年

の中国天津市における転職調査データを用いて、自由雇用市場が存在しない計画経済下で

の転職は、雇用権力へのアクセスが大事になり、「強い絆」の効果が「弱い絆」より大きい

ことを確認した。同研究の結果についての、自由雇用市場の存在与否の影響に対する懸念

から、Bian & Ang(1997)は、上のデータとシンガポールでの実証データを用いて分析した

結果、同様な結論が得られ、自由雇用制度の存在以外、中華文化圏の大きな特徴である「関

係ネットワーク」が大きく影響するのではないかとの示唆を提示した。ここから、社会的

ネットワークを介する研究は、それぞれの社会システム、社会的構造をより敏感に反応す

るのではないかと思われ、マクロ環境への配慮の重要性が顕在になった。それと関連して、

社会的ネットワークと、社会階層、社会地位間の研究も多数存在するが、本研究との関連

が薄いためここではあえて言及しない。 
 上のような議論以外、ネットワーク内成員間のブランド選択の一致性に関する研究も行

われた。Reingen et al.(1984)は、女子寮の学生への調査で、消費しているところを見られ

る公的な製品（ピザ）に関しては、絆の強さに関係なくブランドの一致性が高いこと、ま

た、同じネットワークに所属している場合、私的な日常製品カテゴリにおいてもブランド
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の一致性の傾向が高いことを確認した。 
 全体的に見ると、「これまでのクチコミ研究は記述モデルが中心であり、個人と環境を独

立したものとして扱ってきた。これに対して、ネットワーク分析によるクチコミの研究は、

個人間の結びつきを考慮し環境を含めた個人行動の分析ができる点において優れている」

（Bristor1990）。しかしネットワーク分析には、データ収集が困難でコストが高い、ネッ

トワークの境界の設定など困難な問題もある（Reingen1987、Rogers1983）。 
 
 そこで、次はネットワーク分析におけるデータ収集法に関する先行研究を見てみる。 
 
ネットワーク分析におけるデータ収集法 
 ネットワークデータは主に、調査票・質問紙を用いた当事者からの報告データ、研究者・

調査員の観察データ、客観的な記録データ、の 3 種類から来る。そのうち、報告データに

は、認知データと想起データ、人数推定法などがあるが、前者は比較的小規模集団に、後

者は大規模集団に向いている。また、認知データは短期的な個人関係の調査に有利である

に対し、想起データは、比較的長期的な、安定したパターンとしての社会構造の調査に適

すると見られる。ただ、想起データは、人物の挙げ忘れ、連想パターンに影響されるなど

の危険性を伴うため、認知データとの比較、再テストなどの工夫をしなければならない。

一方、参与観察をはじめとする非統制的観察は、主に人類学的なネットワーク研究で実施

され、研究者・調査員が直接行為者間の日常の相互行為を直接観察するため、小規模集団

でしか適用できない上、長期的な観察が困難などに問題を抱えている。最後の、記録デー

タはデータ自体が限られているため、極一部の社会関係の調査でしか用いることができな

い。 
 さらに、データの種類と、絆の客観性及び強さを結びつけて見ると、報告データは主観

的で、強い絆を捉えるに向いており、客観的絆、弱い絆が重要な調査においては、それに

応じたデータ収集法が必要になる。(山口，2003) 
 
シミュレーションを用いた研究 
 近年、計算機シミュレーションを用いた情報伝達、ネットワーク研究が増えてきている。

ここでは主要ないくつかの研究をあげる。 
 
 まずは、Latane らの Dynamic Social Impact Theory(DSIT)をみてみよう。同研究は、

社会的影響を、影響源の①強度(地位や専門性などによる影響力の強さ)、②近接性(影響者

と被影響者の物理的距離)、③数(影響源の多さ)の 3 変数の多変量関数として記述し、何世

代に渡る影響過程を検討することによって、社会的影響の長期的、再帰的な影響の帰結を、

個人の態度というマイクロ・レベルの事象と、社会全体の変化というマクロ・レベルの事

象という両レベルから同時に検討できた。結論としては、個々のエージェントの同調的な
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振る舞いにもかかわらず、少数派が局所的等質的な集合を作ることで残存しうることを示

した。このモデルの拡張として、石黒，安野，柴内(2000)は、社会成員に全体情報を伝える

第五エージェントを追加し、マスメディアの影響を考慮に入れたシミュレーションを行っ

た。結果、社会全体情報を知ることで、社会での同質的な部分が拡大するが、その一方で、

局所的少数派は全体における他の少数派成員の存在を知ることで自身の状態を保持する傾

向が強くなり、社会全体としては全体情報がない場合が、ある場合より秩序が雑として、

少数派が所々に残存する形になることが確認でき、全体情報は同質的な情報だけではなく、

異質的な情報を伝えることで、社会の多様化に影響することを明らかにした。 
 また、最近は複雑系原理を用いたシミュレーション研究が多く行われているが、代表

敵なのは、Axelrod(1997)の文化生成モデルである。同モデルは隣接するエージェントから

の社会的影響過程によってクラスター化が生じ、少数派がローカルな多数はとして残存し

うることを証明した。一方、Goldenberg, Libai and Muller(2001)は、複雑系のモデリング

手法であるstochastic cellular automata を用いたシミュレーションと、SASを用いたOLS
回帰分析を結合して、「弱い絆の強さ」理論に基づいて、ミクロのクチコミ（情報伝達）と

マクロ現象をリンクすることを試みた。分析結果、情報伝達のどのプロセスでも、その伝

達スピードにおいて、弱い絆の影響は強い絆と同様であること；初期伝達段階では広告の

影響が大変大きいが、その後の二つの段階では急劇に下がり、強弱を問わず絆の影響が強

くなること；ネットワークサイズが小さいほど強い絆の影響は弱いこと；弱い絆が多いほ

ど、弱い絆の効果が上がり、強い絆の効果が下がること；広告レベルは、強い絆の効果と

正の関係、弱い絆とは負の関係であることが確認されたが、これらの結果は既存の研究と

一致するところが多く、シミュレーションの有効性も証明した。 
 
 以上のようなシミュレーションを用いた研究の欠点は、ルールの合理性、シミュレーシ

ョン結果の正当性を実証した研究が少ない。そのため、多くの話は「人工社会の話」に過

ぎなく、現実的なインプリケーションが得られないうえに、マーケティング努力或いは、

ビジネス現場との結びつきが少ないため、インプリケーション提示が困難であることがあ

げられる。また、インターネットによる情報伝達も考慮に入れる必要があるだろう。 
 さらに多重ネットワークモデルを考慮した個人間相互作用も重要だと思われ、竹村和久

(2000)は、多重ネットワークモデルを考えてクチコミ効果を考え、計算機シミュレーション

などをすると、実際のクチコミ現象の解釈や予測において役立ったり、理論的推論のため

の思考実験の道具として役立つと示した。 
 
 そこで、本研究では、社会でのブランド確立のプロセスの中で、ネットワークを介した

消費者間相互作用の実態及びその影響プロセスを考察する。実証調査の対象は中国化粧品

市場における女性消費者を選んだが、その理由は、現在中国女性消費者の中で、化粧品の

使用が普及されつつあり、ブランド学習が進められ、関与が高まるにつれ消費者間相互作
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用も活発になり始め、社会全体におけるブランド知識の共有及びそれに伴うブランド確立

が進められていることから、このような問題意識を持った研究には最適の対象になると思

ったからである。 
 ＊詳しくは、金春姫・古川一郎(2004)，「ブランディング・イン・チャイナ－Part.3 化粧品：イメージ・

メーカーの戦い」、『一橋ビジネスレビュー』52 巻 2 号 Pp.96-107 をご参照いただきたい。 
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